
 

問Ⅹ－２－③（継続事業） 

これまで実施していた継続事業は、公益目的支出計画の内容とすることができるので

すか。また、移行認可の申請時に公益目的支出計画の対象事業としなかった事業を移行

後に新たに追加することはできるのでしょうか。 
答 

１ 法人が従来から実施している事業であり、現在の主務官庁が公益に関する事業と認め

れば、原則として、この事業を公益目的支出計画の対象事業として、公益目的支出計画

を作成することができます。 

 

２ ただし、主務官庁が公益に関する事業であるとした事業であっても、公益法人の指導

監督基準などにより公益に関する事業としてはふさわしくないとされている事業に相当

すると考えられる場合には、当該主務官庁の考えにかかわらず、公益に関する事業とは

認められないことがあります。 

この場合には、当該事業を公益目的支出計画の対象事業として、公益目的支出計画を

作成することができません。 

 

３ 一般社団・財団法人への移行後は、事業の公益性の判断を含めて主務官庁の監督がな

くなり、公益目的支出計画の履行を確保するために必要な範囲内において行政庁による

監督が行われることになります。また、整備法第 119 条第２項第１号ハに規定する事業

は、「移行認可を受けた後も継続して行う不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与する目

的に関する事業」であり、移行認可の申請時に公益目的支出計画の対象事業としなかっ

た事業を移行後に新たに追加することはできません。 

なお、これを整備法第 119 条第２項第１号イに規定する事業（公益目的事業）として

公益目的支出計画の対象事業に追加することは可能です。 

 

【参照すべきガイドラインの抜粋等】 

(1) 公益目的支出計画に記載された実施事業等について、整備法第 119 条第２項第１号

の「イ」、「ロ」又は「ハ」に該当していることについて 

ⅲ 「ハ」として記載した支出（事業）について 

当該事業が、旧主務官庁の監督下において公益に関する事業と位置づけられて

おり、「ハ」に該当するかどうかについて、整備法第 120 条第４項に基づき、行

政庁は事業内容等必要な資料を添えて旧主務官庁に対し意見聴取を行うものと

し、原則として旧主務官庁の意見を尊重する。 

ただし、旧主務官庁の意見において公益に関する事業であるとされたものが、

指導監督基準等において公益に関する事業としてはふさわしくないとされた事

業に相当すると考えられる場合においては、当該旧主務官庁の意見にかかわらず、

実施事業と認めないこともありうる。この場合には、整備法第 120 条第５項に基

づき行政庁が当該旧主務官庁に通知する文書に、その旨及び理由を記載する。な

お、移行後において実施事業として「ハ」の事業を新たに追加することはできな



い。 

 

○「公益法人の設立許可及び指導監督基準」（平成８年９月 20 日閣議決定） 

 

１．目的 

公益法人は、積極的に不特定多数の者の利益の実現を目的とするものでなければならず、

次のようなものは、公益法人として適当でない。 

（１）同窓会、同好会等構成員相互の親睦、連絡、意見交換等を主たる目的とするもの 

（２）特定団体の構成員又は特定職域の者のみを対象とする福利厚生、相互救済等を主たる目

的とするもの 

（３）後援会等特定個人の精神的、経済的支援を目的とするもの 
 


